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①安全性に関して疑義が多く、より多面的な検証が必要
Uber社提出資料には、安全性の議論をしているにも関わらず、意図的とも捉えられかねない「タクシーの
方が安全」というデータの省略、及び「安全性の差は国の治安事情を反映」の根拠に不完全性が見られまし
た。これらを是正すると、「安全性に関してタクシーはライドシェアより2.6倍のお客様の支持を得て」お
り、「ライドシェアとタクシーを比較した強制性交に関して（国の治安事情を反映しても）10倍の発生
率」との結果となります。
米国Lyftや中国DidiなどUber社以外のデータも含めた多面的な検証が絶対的に必要と考えます。

②ワーキングプア(雇用問題)の議論が不足
賃上げという政府方針の中、ワーキングプアを増やして良いのか、ドライバーの雇用問題を更に議論する
必要があります（例えばイギリス・フランスではドライバーはUberの雇用者との判決が出ています。）
UberのコスロシャヒCEOはNYタイムズ紙のインタビューで、自分の子供は「最初はそれ(Uber運転手)でも
良いが、いずれは手に職を付けて欲しい」と答えています。

③タクシー不足は規制緩和により解消の見込み
進行中の乗務員増加の各種取り組みに加え、歴史的な規模でのタクシーの規制緩和による効果を掛け合わ
せて試算したところ、都市部では1年、観光地・インバウンドでは2年、地方・過疎地では3年以内に解消す
る見込みとなることがわかりました。

ご出席の皆様へ、どうしてもお伝えしたいこと

【タクシーの規制緩和が解決の近道】
海外事例を参考にしつつも鵜呑みにする事なく、まず規制緩和によりタクシーにもっと頑張ら
せ、地元の自治体と共に困っている方々の移動の足を確保する、これが日本らしい独自の道で
はないでしょうか。
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「地域交通に関する資料のご提出について（依頼）
（内閣府規制改革推進室（11月7日））」への

回答と検証

※各ページの上部の枠囲い内に内閣府規制改革推進室様からのご依頼事項をそのまま記載しております
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【事務局からのご依頼事項】
UBER社のデータでは生産性と安全性に関するデータから
は、タクシーもライドシェアも差異がない点が示されまし
たが、本データについて貴会のご見解をご教示ください。
また、反証があればご教示ください。



【ご依頼事項】UBER社のデータでは生産性と安全性に関するデータからは、タクシーもライドシェアも差異がない
点が示されましたが、本データについて貴会のご見解をご教示ください。また、反証があればご教示ください。

◆反証1 豪州シドニーのタクシーとライドシェアの比較について

参考 2023年11月6日 Uber社提出資料 p17 グラフ部分

NSW Government Point to Point Independent Review 2020 p27 

<サービス評価> Safety/安全性

タクシー 31%
ライドシェア 12%
リムジン／その他ハイヤー 41%

原典のデータから意図的に削除とも捉えられかねない引用によるグラフが提示されております。具体的には、

「安全性(Safety)」の項目などが提示されておりません。また全ての項目において「リムジン／その他ハイヤ
ー(Limo/Other Hire Vehicle)のデータも提示されておりません。
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◆反証2 性犯罪に関する犯罪発生率について（強制性交に定義を揃えた場合）

● 同一の原典資料を用いて、2019年の乗車回数10万回あたりの発生率を強制性交等に揃えて比較すると米国0.01764（発生
件数247件）に対し、日本0（発生件数0件）となります。

● 日本の数値を過去5年で平均した値としても 0.00005（発生件数0.4件）であり米国／日本は388倍となります。

乗車回数 10 万回あたりの
強制性交等発生率（＊原典から同一条件可）
（2019年、米国は Uber、日本はタクシー）

人口 10 万人あたりの強制性交等発生率
（2019年）

米国 0.01764 （乗車回数 14億回、発生件数 247 件）※1 43.5（発生件数 143,224 件）※3

日本 0（乗車回数 8.8 億回、発生件数 0 件）※2
参考：0.00005 （2018-2022年平均発生件数0.4件）

1.1（発生件数 1,405 件）※4

米国／日本 参考：388倍 39.2倍

※1 Uber US Safety Report p.56 (Non-consensual sexual penetrationの件数)
※2：警察庁犯罪統計書 令和2年の犯罪 および 同資料、令和元年、平成30年、平成29年、平成28年 場所別認知件数「タクシー内」のうち「強姦」
※3：令和4年版犯罪白書（法務省）強制性交等：p.28 ※4：日本の発生件数：男女共同参画白書（内閣府）p.150

約10倍

参考 2023年11月6日 Uber社提出資料
p6

注：乗車回数10万回あたりの件数について2019年
と記述がありますが、2020年の誤りです。

Uber提出資料(p6)の犯罪率の比較表において車内と全体における性犯罪の発生率を算出する基準が異なっ
ていました。我々の方で「強制性交等」の発生率に揃えて比較したところ、米国Uberは日本のタクシーよ
り犯罪率が約10倍多くなっており「国の治安事情を反映」と言えるかは疑問です。
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◆反証3 性犯罪に関する犯罪発生率について（強制性交等および強制わいせつの場合）

● 日本における強制わいせつ罪に相当する性犯罪を含んだ米国の別資料のデータを反映しております。
● 乗車回数10万回あたりの強制性交等および強制わいせつの発生率と、人口10万人あたりの発生率を比較すると、アプリから

の通報数が警察認知件数より多くなるであることを加味したとしても「国の治安事情を反映」と言えるかは疑問です。

乗車回数 10 万回あたりの
強制性交等および強制わいせつの発生率

（2019年、米国は Uber、日本はタクシー）

人口 10 万人あたりの
強制性交等および強制わいせつの発生率

（＊別出典※4を利用）
（2019年）

米国 0.1535 （乗車回数 6.5億回、発生件数 998 件）※1 139.9（発生件数 459,310件）※3

日本 0.0034（乗車回数 5.6 億回、発生件数 19 件）※2 5.0（発生件数 6,305件）※4

米国／日本 45.2倍 28.0倍

※1：Uber US Safety Report p.56   ※2：発生件数：警察庁犯罪統計書 令和2年の犯罪
※3：Criminal Victimization 2019 (Bureau of Justice Statistics) Type of violent crime のうち Rape/sexual assault 

（注：州により犯罪定義が異なり必ずしも日本における「強制わいせつ」の定義と一致しない）
※4：日本の発生件数：男女共同参画白書（内閣府）p.150

約1.6倍

参考 2023年11月6日 Uber社提出資料 p6

同じくUber提出資料(p6)の表においても、米国の別出典データを反映し「強制性交等および強制わいせつ」
の発生率に揃えて比較したところ、米国Uberは日本のタクシーより犯罪率が約1.6倍多くなっており「国の
治安事情を反映」と言えるかは疑問です。

注：乗車回数10万回あたりの件数について2019年と記述
がありますが、2020年の誤りです。
2019年の数値を用いると以下となります。
米国 0.2018 （乗車回数 14億回、発生件数 2,826 件）
日本 0.0025（乗車回数 8.8億回、発生件数 22 件）
米国／日本 80.7倍 7



◆反証4 ライドシェアおよびタクシーにおける性犯罪発生数 年次比較

米国 Uber ※1 米国 Lyft ※2 日本 タクシー ※3

総数（件） うち強制性交（件） 総数（件） うち強制性交（件） 総数（件） うち強制性交（件）

2016 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 18 0

2017 2,936 229 1,096 93 17 2

2018 3,045 235 1,255 111 21 1

2019 2,826 247 1,807 156 22 0

2020 998 141 公表なし 公表なし 19 0

2021 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 15 0

2022 公表なし 公表なし 公表なし 公表なし 28 1

※1 Uber US Safety Report 2017-2018 および同資料 2019-2020

※2  Lyft Community Safety Report 

※3 警察庁犯罪統計書 令和2年の犯罪 および 同資料、令和元年、平成30年、平成29年、平成28年 場所別認知件数「タクシー内」

…参考：前回Uber社資料に引用されている数値

1社1国のデータをもとに議論を行うのは早計と考えます。例としてLyft社
（米国）においても発生数を公表しており、2017年からの3年間で4,158件
（うち強制性交が360件）の性犯罪が報告されております。
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2023/11/8 デイリー新潮

2018年8月
中国東部の温州で20歳の女性がひと気のない山道へと
連れていかれ、暴行後に刃物で刺殺。女性は途中、車
内から友人にメッセージを送り、受け取った友人が
DiDi側に7回も通報したにもかかわらず、DiDiは警察
へ連絡することもなく放置。

同5月
河南省鄭州で21歳の女性が刺殺。ドライバーの男は交
通事故や強盗などの前科があったが、父親の名義を使
って登録。当時ドライバー登録するには運転免許証な
ど数点の必要書類が揃っていれば、形式的な審査だけ
で研修もなく、誰でも登録できる状態だった。

◆反証5 滴滴出行（DiDi）の凶悪（性的暴行死）事件に関する報道

DiDiは事件後、登録審査を厳格化したほか、就業前にドライバーへの顔認証テストをルール化。さらに車
内の録画機能の強化やアプリ起動時に録音を可能にするなど、安全対策の向上をアピールしていますが、
中国ではDiDi以外の同類サービスでも犯罪が発生し続けていると報じられています。

1社1国のデータをもとに議論を行うのは早計と考えます。別例として、DiDi（中国）においても
2018年に利用者の女性がドライバーに殺害される凶悪事件が続けて2件発生し、中国ではDiDi以外の
同類サービスでも犯罪が発生し続けていると報じられています。

9



10

◆反証6 2021年以降も性犯罪に関する報道や懸念は継続

※調査した限り、2018年時点では同様の注意喚起
が発出されていたと確認できております

2022/7/14 GIGAZINE

2022年7月時点でも2021年・2022年における性犯罪の発生による訴訟が起こっています。

Uberがレイプや性的暴行で女性550人から訴えられる

法律事務所が列挙した具体的な性的被害の例は以下の通り。
● 2022年2月、カリフォルニア州チノヒルズで、Uberの運転手が車に同乗していた女性に性的暴行を加えレイプし

ようとした。
● 2021年11月、カリフォルニア州ペリスで、Uberの運転手が乗客の女性をなで回した上でレイプした。
● 2021年8月、Uberの運転手が乗客の女性に自分の車の前席に座るよう説得した上で、強引にキスをして性的暴行

を加えた。
● 2021年10月、ペンシルベニア州ピッツバーグ郊外で、Uberの運転手が女性を目的地まで安全に連れて行かずにレ

イプしようとした。
● 2021年10月、マサチューセッツ州ボストンで、Uberの運転手が女性客をレイプしようとした。

Slater Slater Schulman LLPの創設パートナーであるAdam Slater氏はUberの対策について、「Uberは近年になってこ
うした性的暴行の危険を認めていますが、対応は遅く不十分なので、恐ろしい結果をもたらしています」と述べました。

＜以下抜粋引用＞

2023年5月時点でも、在ロサンゼル
ス日本総領事館は「安全の手引
き」 において、ライドシェアサー
ビスに関する注意喚起を継続して
掲載しています。

2023年5月改訂 在ロサンゼルス領事館「安全の手引き」
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◆反証7 保険料の高騰化

Uber社が代表例として示すカリフォルニア州では、2023年8月以降、新しく始めるドライバーは25才
以上に限定されました(従来は19才)。ライドシェアに対する保険カバレッジがタクシーに比べ最大30
倍であり、保険料が2年で65％以上も上昇したためです。ライドシェアの安全性に対する社会の保守
的な受け止めを表しており、検討材料に追加すべき事項と考えます。

“カリフォルニア州のライドシェアに対する保険適用要
件は、路上を走る他の自動車よりも高い。タクシーや自
家用車に比較し最大30倍だ”

“カリフォルニア州が義務付けているウーバーの商業保
険費用はわずか2年で65％以上上昇した”

2023/8/25Tech Crunch



◆参考：ロサンゼルス空港周辺の広告看板
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◆反証8 報告を元にした「事後」の安全管理の実効性について

自家用車ライドシェア
(例：カリフォルニア州 Uber社提出資料より)

日本のタクシー

運転者の雇用形態 個人請負 雇用労働者

車両 【規制】運転手は、登録時に州認定施設で車両点検を受ける
義務、登録後 1 年間または 5 万 マイル運行毎に、同上の車
両点検を受ける

日常点検・整備
定期点検/3ヶ月毎

車検/年1回

運行・整備・トラブル
対応の責任主体

運転者個人（プラットフォームは仲介のみ） タクシー事業者（法人）

乗務前の点呼 なし（※提出資料には下記記載があるがこれは事後対応であ

り点呼とは言えない）
【Uber】飲酒運転が確認された場合、一回でアカウントを永久停止する旨ガイドライ

ンに明記。飲酒運転や居眠り運転が疑われる場合、乗客から Uber への通報を促し、危

険運転をする運転手の排除に努めている

運行管理者が管理して、毎乗務ごとに実施
呼気によるアルコールチェック、体調確認、安全運行に

資する事例共有、営業圏内の状況共有など

車内の安全対策 ・アクリル板なし
・ドライブレコーダー設置は任意

・アクリル板あり（全車両の74.8%に設置）
・車内ドラレコで記録（全車両の87.4％に設置）

参考：飲酒運転の基準 血中アルコール濃度0.08％（0.8mg/mL）以上 血中アルコール濃度0.03％（0.3mg/mL）以上

米国TNC型ライドシェアについては、複数の訴訟等が存在し、法制度として確立したとは言えない状況です。また、下記のと
おり、TNC型ライドシェアは、現行の日本の運行管理とは程遠い管理体系であり、安全性を毀損してまで導入すべきではない
と考えます。タクシーにおいて毎乗務時の点呼やアルコールチェックをはじめとする「事前」の安全管理を行っていても尚、
残念ながら乗務員による飲酒運転や事件・事故といった事象は発生しています。ライドシェアにおいて本当に実効性があり国
民が納得できる「安全管理」が行われているのかしっかりとした検証が必要と考えます。

タクシーで乗務前に毎回行っていること

帰庫時（乗務終了後、毎回）
● 再度のアルコールチェック（乗務中に飲酒する可能性があるため）

● 呼気によるアルコールチェック（カメラによる本人確認付 右写真）
● 運行管理者による目視、声掛けによる体調確認
● 安全運行に資する事故事例、ヒヤリハット事例等の共有
● 営業圏内の道路状況、イベント予定状況に関する共有
● 車両の点検（車内、エンジンルーム、車外）



ここまでにお示しした通り、

全体的に、当会でこれまで確認できている情報に照らして、客観的な議論に必要な経緯お
よび最新の事実情報において網羅性が足りていないと感じております。

特に安全性に関する2020年以降の最新データや、米国以外の状況、Uber社以外のプラット
フォームにおける状況についての確認が必要と考えます。

（補足）
Uber社 の Uber Safety Report は過去2回発行されております。
● 2019年12月発行 2017-2018年分
● 2022年6月発行 2019-2020年分 (最新)

Lyft社 の Community Safety Report は過去1回発行されております。
● 2021年10月発行 2017-2019年分 (最新)

（再掲）【ご依頼事項】UBER社のデータでは生産性と安全性に関するデータからは、タクシーもライドシェアも差異がない
点が示されましたが、本データについて貴会のご見解をご教示ください。また、反証があればご教示ください。
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雇用問題に関する議論について
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雇用問題の議論が圧倒的に不足

林座長の前回総括にありました通り、ワーキングプア増加に関する議論がなされていま
せん。日本ではギグワーカーが大量発生した社会を目指してはいないはずです。

以下のような海外事例を勘案して議論すべきと考えます。

・賃金過少払い
米東部ニューヨーク州では、米ライドシェア大手2社ウーバーテクノロジーズとリフトが州内の運転手に
賃金を過少に支払っていたとされる問題を巡り、2社が合計で3億2800万ドル（約490億円）の和解金支払
いに合意したと発表した。（2023年11月3日日本経済新聞報道より）

・アルゴリズムによる労務管理の不公平性
英国のUberドライバーらがアプリから「不正行為」を通知された後に自動的に解雇され、反論する機会を与えられ

なかった。アルゴリズムを用いた解雇が、GDPR（EU一般データ保護規則）に違反していることから訴訟に発展。

（2020年10月27日Forbes報道より ）

・タクシー運転手への打撃
米国ではライドシェアの台頭によるNYのタクシー運転手の自殺が7カ月で6人に上った。ニューヨーク市街
を走る輸送車両は1万2600台だったが、現在では８万台に増加。1ヶ月に2000台という急増を受け、タクシー
運転手は生計が立たなくなった。（2018年6月18日Bloomberg報道より ）
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ウーバーのCEO、ダラ・コスロシャヒ氏は、2021年8月のニューヨークタイムス紙のイ
ンタビューで、「お子さんにウーバー運転手になってほしいか」という質問に以下の回
答をしています。

要約：「最初はそれでも良いが、いずれは手に職をつけてほしい」

Would Mr. Khosrowshahi want one of his own children to drive for Uber?

Yes, he said, but he would want them “to eventually have a full-time job, work in a 
technical field. 

ライドシェアのドライバーは一生涯続けるべき仕事ではないと、同社トップが
自ら認めるような待遇の働き方、すなわちワーキングプアを加速させるような
施策を日本においては推し進めるべきではないと考えます。

◆参考再掲：雇用に関するウーバーCEOの発言

The New York Times



◆参考記事：2週間前の記事：NY司法 「詐欺的な仕組みで正当な賃金を奪い取ってきた」と糾弾

一部抜粋

182023年11月3日 日本経済新聞



◆参考：「ギグワーカー問題」に関する合法性はカリフォルニア州でも係争中

19

カリフォルニア州のライドシェアサービスにおける「運転手の労働者性」のあり方を巡って
は、現在も司法の場で議論が続いており、法制度として確立したとは言えない状況

下記、参考資料より作成
『「ギグ・ワーカーは個人請負」 ―カリフォルニア州住民投票で賛成多数』独立行政法人労働政策研究・研修機構
『ダイナメックス・テスト ―プラットフォームビジネスによる個人請負労働の活用に歯止め』同上
連合総研レポート2023年7月号No.388『アメリカにおける「被用者」概念と フリーランス政策の動向』公益財団法人連合総合生活開発研究所

年月 主なできごと

2018年4月 州最高裁がダイナメックス事件で (ギグ・ワークの) トラックドライバーを雇用労働者と判断

2019年9月 上記判決を受け、州議会でAB5法案（通称：ギグ法）が可決・州知事が署名

2020年1月 ギグ法施行 個人請負の定義を厳格化し、下記条件を満たさない限り雇用労働者と扱うように
・契約上も実際も、業務手法について使用主体から管理や指示を受けていない
・使用主体の通常業務の範囲外の職務に従事している
・遂行した業務と同じ性質の独立、確立した仕事に、慣習的に従事している

2020年5月 ギグ法施行後も雇用労働者を個人請負に「誤分類」する対応が改善されていないとして、
州やロサンゼルス市などの司法当局がウーバー社とリフト社に対し損害賠償などを求めて提訴

2020年11月 アプリを活用して活動する運転手を個人請負とみなす住民立法案「Proposition22」が、
住民投票で可決
※ブルームバーグによると、住民投票の実施に必要な62万通を超える署名を集めるため、ウー
バー社、リフト社、他3社が2億ドル(210億円) を超える規模の資金を投じて指示を呼びかけ

2021年8月 州地方裁判所が、上記Prop.22 に対して違憲立法と判決

2023年3月 州控訴裁判所が、上記判決を破棄して合憲性を肯定
※最高裁の判断はまだ出ていない



◆参考記事：豪州NSW州でタクシー事業者(運転手)に900億円規模 (9億500万豪ドル)の補償
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NSW Liberals

● 2023年初めからタクシー免許保
有者に追加の7億6,000万ドルの
財政援助が保証される

● パッケージ総額は9億500万ドル

● デビッド・エリオットNSW運
輸・退役軍人担当大臣は、政府
はNSW州ポイント・ツー・ポ
イント業界の規制緩和を完了し、
タクシー免許保有者に記録的な
財政支援を提供できると述べた



【事務局からのご依頼事項】
都会では３年以内でタクシードライバー不足が解消する旨
のご発言がありましたが、タクシー業界の取り組みにより、
年内、２４年、２５年内に、どの程度のドライバー確保を
見込むか、算出根拠とともにご提出ください。併せて、イ
ンバウンド観光客の増加その他の要因によって、年内、２
４年末、２５年末の時点において、全国のタクシードライ
バーの必要数をどの程度と見込み、併せて、不足数をどの
程度と見込んでいるか算出根拠とともにご提出ください。
また、河野大臣より、「この状況を３年放置するのはあり
えない」旨のご発言がありましたが、このご発言に関する
ご見解も併せてお示しください。
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【ご依頼事項】都会では３年以内でタクシードライバー不足が解消する旨のご発言がありましたが、タクシー業界の
取り組みにより、年内、２４年、２５年内に、どの程度のドライバー確保を見込むか、算出根拠とともにご提出くだ
さい。併せて、インバウンド観光客の増加その他の要因によって、年内、２４年末、２５年末の時点において、全国
のタクシードライバーの必要数をどの程度と見込み、併せて、不足数をどの程度と見込んでいるか算出根拠とともに
ご提出ください。また、河野大臣より、「この状況を３年放置するのはありえない」旨のご発言がありましたが、こ
のご発言に関するご見解も併せてお示しください。

● 河野大臣の「この状況を３年放置するのはありえない」とのご発言のご趣旨はごもっとも
であり、認識不足を反省しております。

● 改めて、すでに進行中の取り組みならびにタクシーの規制緩和が実現された場合のタクシ
ー乗務員不足解消までの年数を推計した結果、類型3）都市部では1年で、類型1）観光
地・インバウンドでは2年で、類型2）地方・過疎地では3年で、解消する見込みです。

● 類型別に詳細を次ページ以降にまとめております。

22



● 都市部 (類型3)について

● 観光地・インバウンド (類型1)について

● 地方・過疎地 (類型2)について

23



【実現中】東京/大阪では運賃改定後に乗務員増加ペースが上がっており、11月20日に運
賃改定予定の神奈川でも今後ペースアップが見込まれます。

【規制緩和要望中】可及的速やかなタクシーセンターの地理試験の廃止が実現すると「53
年ぶりの出来事」として大いなる「号砲」。補正予算での二種免許取得費用等の補助とと
もに、現在乗務員の養成をしていない（二種免許保有者しか採用していない）タクシー事
業者が養成を開始します。なお、受講者の激増で予約困難に陥っているタクシーセンター
の教習は、年内にDX化でボトルネックが解消される見込みです。

【規制緩和要望中】2024年4月までに「歴史的な」二種免許取得の短縮化が実現すると、
地理試験の廃止との相乗効果でタクシー乗務員になるハードルが大きく下がる印象を与え、
採用増に大きなインパクトがあると考えられます。特に女性やパートタイム応募者の増加
が見込めることは、地理試験の受講を要さないアプリ専用車両の取り組みにおける乗務員
採用の経験からも類推できます。

【規制緩和要望中】2024年10月までに二種免許の多言語化が実現すると、日常会話は問題
ないものの日本語の筆記試験がハードルになっている在日外国人（外国人労働者数約182
万人：外国人雇用状況）の応募が見込まれ、女性やパートとともに新たな人材層の開拓に
繋がります。

【規制緩和要望中】在留資格のおける「特定技能1号」の対象分野への追加について、ト
ラックおよびバス業界と共に要望しており、国交省において2023年度中にも実現の方向で
ご検討いただいております。

【実現中】タクシーアプリの普及率は更に上がり、既存の乗務員の更なる生産性向上とと
もに、アプリに積極的な新しい乗務員の増加により全体の生産性が5-10%程度の向上が見
込まれます。

◆乗務員不足解消を後押しする各種取り組みおよび規制緩和（類型3）

＜類型3）都市部（東京・大阪・神奈川を例に）＞

運賃改定による
乗務員賃金の上昇

地理試験の廃止

二種免許取得期間
の短縮化

二種免許試験の
多言語化

特定技能1号
対象分野への追加

アプリ活用による
生産性向上
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◆推計：類型3）都市部における乗務員数推移

前ページに示したものを含め、複合的な取り組みと規制緩和によって、
類型3）都市部における乗務員不足の解消は、1年で達成できると試算しております。

※「登録機関別 運転者証交付件数等」（国土交通省）に基づく 2023年10月31日までは実績値 以降は推計値

アプリ活用による生産性
向上で2019年時相当の

稼働を実現

25

100%到達見込
2025年6月末

反転
2023年3月末

推計値



◆参考記事：

二種免許取得の緩和および地理試験廃止に関する要望を提出

東京交通新聞2023/10/02

東京交通新聞2023/10/16
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◆参考：東京タクシーセンターおよび神奈川タクシーセンターにおける新規講習の予約状況

直近の乗務員なり手の急増により、タクシーセンターの受け入れ体制がひっ迫。いわば「待機乗務
員」が出ており、新規の乗務員増加（運転者証の交付）ペースを落とす一要因になっています。

※東京タクシーセンター、神奈川タクシーセンター ウェブサイトより

11月10日時点

11月10日時点
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日本経済新聞2023/11/9

＠DIME 2023/5/24

◆参考記事：パートタイム乗務員採用への取り組み事例

3月からの取組みで50名以上のパートタイム乗務員を採用済
GO株式会社資料より 28



◆参考：アプリの活用による生産性向上

29

乗務員の輸送回数に占めるアプリ利用の割合が、上位50%、下位50%の乗務員を比較
すると、1時間あたりの輸送回数に11％の差があり、アプリ利用により生産性は向上
すると言えます。

1時間あたりの輸送回数（アプリ利用以外も含む）

+11%

出典：GO株式会社



● 普段のマッチング率は良好な水準を保っている状況
● 台風のような特殊要因が発生した際はマッチング率は崩れるものの、台風が去ればマ

ッチング率は元に戻る状況

都市部（類型3）では極端な供給不足とまでは言えないと捉えております

平均実績(10月) 午前に台風の影響を受けた日の実績(9/8)

台風

時間帯 時間帯

● 東京23区内で雨量107.5mm/日、最大風速20.2m/sを計測
● JR東日本の東海道線など複数路線で始発〜12時までの計画運休

参考：現状のタクシーアプリにおける配車依頼とマッチング率の傾向

出典：GO株式会社 30



参考：現状のタクシーアプリにおける配車依頼とマッチング率の傾向

● 供給不足と言える日は月に数回程度

1

8月 9月 10月

2

2

1

3 4
1

3

都市部の直近3ヶ月のマッチング率

都市部（類型3）では極端な供給不足とまでは言えないと捉えております

出典：GO株式会社 31



参考：東京23区のタクシーマッチング率ヒートマップ（10月平均実績）

局所的にはマッチング率が下がる場所はありますが、多くの場所では良好な水準を保っています

出典：GO株式会社 32

ターミナル駅周辺などの
局所的な不足

世田谷区など住居専用地域が多
く地価も高いエリアは営業所設
置が難しいため不足している

駅から離れた住宅地や港湾
部などで不足傾向



● 都市部 (類型3)について

● 観光地・インバウンド (類型1)について

● 地方・過疎地 (類型2)について
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参考：現状のタクシーアプリにおける配車依頼とマッチング率の傾向

● 典型的な観光と言える京都のマッチング率は、オフシーズンは良好な水準を維持
● 一方でハイシーズンについては時間帯によってはマッチング率は崩れております

観光地（類型1）においてはハイシーズンにのみ供給不足の傾向があるものの
オフシーズンは供給不足とは言えないと捉えております

オフシーズン平均実績(2月) ハイシーズン平均実績(4月)

時間帯 時間帯

出典：GO株式会社 34



インバウンド観光客の更なる増加が見込まれるものの、タクシー総需要に与える影響は小
さく、純増分は数％程度と見込まれます。インバウンド観光客の「タクシー・ハイヤー」
利用率は24.6%(※1) であり、これには貸切ハイヤーも含まれます。政府目標である3000
万人(2025年時点)のインバウンドによる推定タクシー利用回数は約1181万回/年となり、
6000万人(2030年時点)に到達したとしても日本のタクシーの全需要(10億回/年 程度 ※2)
の数%程度の範囲に収まる見込みです。また訪日外国人旅行者の8割が訪問先上位10都道
府県に集中(※3)することからも対策は地域個別の状況を見て検討すべきです。

【実現予定】季節的な集中によるオーバーツーリズムという課題に対しては、他地域から
リソースを融通する「ニセコモデル」が有効と考え、12月より実施予定です。ニセコエリ
アにおける実質のタクシー供給量を2倍に拡充します。この冬の実績を踏まえ、来年は白
馬などインバウンドが集中する全国の地域で「ニセコモデル」を応用し、2024年末まで
にオーバーツーリズム起因のタクシー不足解消に繋げてまいります。なお、本取組みは観
光立国推進閣僚会議「オーバーツーリズムの未然防止・抑制に向けた対策パッケージ」に
含まれており、既に多くの自治体から関心を寄せられています。

【規制緩和要望中】二種免許の多言語化および在留資格のおける「特定技能1号」の対象
分野への追加が実現すると、インバウンド観光客の言語に合わせた接客が可能な在日外国
人の応募が見込まれ、特に観光需要が多いエリアにおける新たな人材層の開拓に繋がりま
す。

※1 訪日外国人消費動向調査 2019（観光庁） 費目別購入率および購入者単価より算出および試算
※2 国土交通省(運輸局) タクシー輸送実績より
※3 観光立国推進基本計画（観光庁）より

◆乗務員不足解消を後押しする各種取り組みおよび規制緩和（類型1）

前提
総需要に与える影響

他営業区域からの
応援による供給対策

＜類型1）観光地（インバウンド）＞

（再掲）
二種免許試験の
多言語化および
特定技能1号追加

これらの取り組みと規制緩和によって、類型1）観光地(インバウンド)における乗務員およびタク
シー不足の解消は、2年で達成できると考えております。
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● 「ニセコモデル」では2023年12月〜2024年3月にかけて車両10台・25名の乗務員を札幌・
東京から応援部隊として派遣する予定です。

● ニセコエリアにおける現時点でのタクシー台数は30台程度ですが乗務員不足により実稼働と
しては10台程度となっております。従って供給量が実質的に2倍となる見込みです。

● ニセコでの現時点での稼働率52.5%を踏まえると10台の増加により相当程度利便性は改善す
る見込みですが、この冬にしっかりと実績を積み、需給状況を数値化した上で、来シーズン
以降は更に供給量を精緻化して参ります。

◆参考：今冬に実施予定の「ニセコモデル」詳細

地元自治体や観光協会、商工会議所をはじめとする
様々なステークホルダーの協力のもと実現

北海道ハイヤー協会・倶知安町・ニセコ町・GO株式会社 資料より
36



◆参考再掲：エリア別 実車率の推移 (前回提出資料 p6)
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● 都市部 (類型3)について

● 観光地・インバウンド (類型1)について

● 地方・過疎地 (類型2)について
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地方・過疎地においては、公共交通という建て付けにもかかわらずバスと違ってタクシーには
赤字補填がなく独立採算性が問われる一方、最低車両数5台で専用の施設が必要という営業所
の設置要件により、5台分を下回る需要しかない過疎地においては経営判断として撤退を余儀
なくされてきたという構造的問題がございます。

【実現中】11月1日より1台から・別施設との併用でも良いと設置要件が緩和されました。今後
は例えば町役場やホテルの一角でという形での営業所設置が可能となるため、既存事業者の撤
退の抑制や、撤退地域におけるタクシーの「ミニ営業所」が復活していくと考えております。

【実現中】現在でも全国4900コースで1.5万台の乗り合いタクシーが運行しており、特にデマ
ンド型の運行は今後も地域住民の生活交通を維持する手段として活用される見込みです。

【実現中】都市部で既に定着し始めているタクシーアプリですが、地方・過疎地においても普
及期に入りつつあります。アプリの活用により、既存の乗務員において5-10%程度の生産性の
向上が見込まれます。

【規制緩和要望中】2024年4月までに二種免許取得の短縮化が実現すると、タクシー乗務員に
なるハードルが大きく下がる印象を与え、採用増にプラスの効果をもたらします。補正予算で
の二種免許取得費用等の補助と相まって、タクシー事業者側の募集意欲を高めることにも繋が
ります。

【規制緩和要望中】2024年10月までに二種免許の多言語化が実現すると、日常会話は問題ない
ものの日本語の筆記試験がハードルになっている在日外国人（外国人労働者数約182万人：外
国人雇用状況）の応募が見込まれ、女性やパートとともに新たな人材層の開拓に繋がります。

◆乗務員不足解消を後押しする各種取り組みおよび規制緩和（類型2）

前提
経営環境

乗り合い
デマンドタクシー

（再掲）
二種免許取得期間の

短縮化

営業所設置要件の
規制緩和

アプリ活用による
生産性向上

（再掲）
二種免許試験の

多言語化

＜類型2）地方・過疎地＞
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◆推計：類型2）地方・過疎地における乗務員数推移

前ページに示したものを含め、複合的な取り組みと規制緩和によって、
類型2）地方・過疎地における乗務員不足の解消は、3年で達成できると試算しております。

※「登録機関別 運転者証交付件数等」（国土交通省）に基づく 2023年10月31日までは実績値 以降は推計値 40

アプリ活用による生産性
向上で2019年時相当の

稼働を実現

100%到達見込
2026年7月末

推計値

反転
2023年3月末



参考：現状のタクシーアプリにおける配車依頼とマッチング率の傾向

● 23区と比較すると三浦市は恒常的にマッチング率が崩れている状況。

地方・過疎地（類型2）では、地域によっては供給不足が存在する

平均実績(10月)

出典：GO株式会社 41



【事務局からのご依頼事項】
川鍋様におかれては、本命とする自動運転について、3～5年
程度で実現するとおっしゃっていたと思います。一方で、以
下の８月のインタビュー記事では、タクシーの自動運転につ
いて『幹線道路を走るバスが先に実用化される、それがかな
りみられるようになるのが10年後。全部の道を自動運転で行
くには30年かかる』と言っていますが、時間軸の整合性を明
確にしてご教示ください。https://jidounten-
lab.com/u_42495#30
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【ご依頼事項】川鍋様におかれては、本命とする自動運転について、3～5年程度で実現するとおっしゃっていたと思いま
す。一方で、以下の８月のインタビュー記事では、タクシーの自動運転について『幹線道路を走るバスが先に実用化され
る、それがかなりみられるようになるのが10年後。全部の道を自動運転で行くには30年かかる』と言っていますが、時間
軸の整合性を明確にしてご教示ください。https://jidounten-lab.com/u_42495#30

● 結論から申し上げますと、2023年8月末の北米視察により私自身の考えが大幅にアップデートされており、
現在では3-5年で実施されると考えております。

● ご指摘の記事は、2022年7月26日に日本交通のYouTubeにアップされた動画内のコメントを引用して、2023
年8月3日に記事化されたものであります（私は直接のインタビューは受けておりません）。

● コロナ禍で生じた3年以上のブランクを埋めるべく、2023年8月末から9月頭にかけて、自動運転に特化した
北米視察を実施致しました。アリゾナ州フェニックスでWaymo Oneに6回、ミシガン州アナーバーでMay 
Mobilityに2回乗車し本社視察・CEOと意見交換、カリフォルニア州サンフランシスコでWaymo Oneに1回乗
車し本社にて幹部より1時間の説明、Cruiseに1回乗車して運行施設にて幹部より1時間の説明を受けました。

● 自動運転の最先端をゆく北米における、現時点でほぼ最新の情報を収集・試乗した結果、私自身、自動運転
に対する考え方を一気にアップデートする事ができました。その驚きの様はぜひ動画(2分)をご覧ください。
URL: https://youtu.be/XQGuWWsN4Nk

● 試乗した自動運転車両は驚くべきスムーズさであり、私が難しいと想定していた東京の市街地での無人運行
も、一部の細い道等はブロックした上で、半年ほど試験走行してAIラーニングさせれば、「技術的には可能、
むしろ東京は人も車も交通法規をきちんと守るので比較的簡単」との自信満々なエンジニアの表情が印象的
でした。

● その後、10月19日にCruise/GM/ホンダが2026年に東京で運行開始と発表、11月7日にはNTTによるMay 
Mobilityへの100億円規模の投資と2025年目途の自治体コミュニティバス向け自動運転車両の提供を発表す
るなど、新聞1面扱いの大きなニュースが続いております。 サンフランシスコでの事故等で多少のズレは想
定されるものの、3-5年後の2026-2028年には東京をはじめとする都市部で数百から数千台、地方部でもコミ
ュニティバスなど全国で運行がスタートすることは確実と現時点では考えております。
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日本経済新聞電子版2023/11/6日本経済新聞電子版2023/10/19

◆参考記事：日本における自動運転サービス展開予定

44



◆参考：自動運転タクシー Waymo One試乗(アメリカ・アリゾナ州・フェニックス）

45

● その驚きの様はぜひ動画(2分)をご覧ください。
URL: https://youtu.be/XQGuWWsN4Nk



「地域交通に関する資料のご提出について（依頼）
（内閣府規制改革推進室（11月7日））」への

回答と検証（続き）

※各ページの上部の枠囲い内に内閣府規制改革推進室様からのご依頼事項をそのまま記載しております
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【ご依頼事項】UBER社及び国峯専門委員から説明のあった諸外国のライドシェアに関する法制につい
て、貴会の理解と異なる部分があれば、ご教示ください。

● ライドシェアに限らず旅客運送に関する法制度は国や州など地域により異なりますので、
提示を受けた国・地域のみ、また提示資料のみのデータで議論を展開するのは早計と考え
ます。

● また、違法状態での営業が開始された後から合法化（法制度の整備）が行われた地域や、
安全性や雇用など各種事故・事件など問題の発生を受けて規制強化に至った地域もありま
すので、現行制度のみでなく制度設計や規制強化の背景や歴史的経緯を踏まえて議論をす
べきと捉えております。

● 国民の安全に関する議論であり、何卒、慎重かつ網羅的な調査をお願いいたします。

次ページ以降、
前回2023年11月6日会議 Uber社の資料から、例として疑義がある箇所を提示します。
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①＜前回資料P21＞カリフォルニア州以外の経緯について
CA州の事例のみが紹介されていますが、米国では州ごとに道路交通に関する法律が異なるため他州の経緯の情
報も網羅的に記載しないと公平性のある議論になりません。例えば、米国PA州では、2014年にPennsylvania
Public Utility Commission（公共事業委員会）がUber社に114万ドルの罰金を科しているという報道(Reuters)
も確認しております。

②＜前回資料P21＞にある犯罪歴の確認について
「【規制】TNCが犯罪歴を網羅的に確認する」とありますが具体的にどのような確認方法を採用しているかが
実効性を担保する上で重要です。現地タクシーでは指紋押捺によりFBIのデータベースとつながるLiveScanを
採用していると聞きますが、その他の方法もあるようですので、Uberをはじめ各プラットフォームでどの方法
を採用しているのかを明らかにすべきと考えます。

③＜前回資料P21＞にある営業開始時期について
「2009年以降、UberやLyft等の営利型ライドシェア事業者が営業を開始」、「2013年、州当局は営利型ライ
ドシェア事業者をタクシーやリムジンと異なる TNC ( Transportation Network Company )として制度化し、
利用者の安全のために規制を設け、営業を認めた」とありますので、この4年間はカリフォルニア州で違法営
業を行なっていたと理解しておりますがご確認いただければ幸いです。

④＜前回資料P3＞にある欧州の制度化状況について
PHV型サービスだけでなく一般運転手が自家用車を使うUberPopのサービスについてその後の変遷に関する情
報が必要と考えます。少なくともフランス、ドイツ、イタリアなどでは規制がかかっていると聞いております。

⑤＜前回資料P4＞運転手管理、運行管理について
このページの記載だとあたかもプラットフォーム事業者が日本のタクシーと同様の運行管理、運転手管理を行
っているように見えますが、大きな違いもあると聞いてます。それぞれの国において、どのような運行管理や
運転手管理を行っているかについて、詳細に記載すべきと考えます。
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⑥＜前回資料P5＞にある表現について
文中でlegalisationを「制度化」と訳していますが、「合法化」が適切だと考えます。米国と同様に当初は違
法営業に値することを行い、そこからサービスの合法化に至ったという理解をしております。

⑦＜前回資料P5＞にあるグラフについて
原典の注釈（下記赤枠箇所）に記述がありますが、デビットおよびクレジットカードの取引数を示したもので
あり、タクシーの現金収受による取引数は含まれていません。なお、本注釈は参考資料としてのP34には提示
されていますが、P5では削除されております。6年以上前かつ豪州の1州と場所や期間を限った参考事例でし
かなく、2018年以降および他国・他エリアのデータを以てより詳細な実態検証を要すると考えます。
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【ご依頼事項】川鍋会長からも性犯罪に関するデータはしっかり見たいとのご発言があったところ、ご説明で言及のあった
「こども家庭庁の資料（性犯罪に関する統計）」について、ご提供ください。

こども家庭庁 こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組みに関する有識者会議令和５年６月 27 日 第１回会議配布資料 資料 ９

こちらとなります。
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【ご依頼事項】「"プロ"ならば旅客運送が可能」とコメントされていましたが、会長ご発言の "プロ"とはどのような
定義でしょうか。また、二種免許を有することに対する安全性・有効性には懐疑的な見方もありましたが、"プロ"で
あるタクシードライバーが卓越して事故が少ないというエビデンスがあればご教示ください。

● 私が発言した「プロ」とは、旅客の輸送における運行管理責任と整備管理責任の主体としての運送
事業者（法人・個人）を指します。国や州などの規制当局に登録し、事業として旅客運送を営む権
限を受け、ドライバーにおいては法律で定められた教習等を受け公的資格を獲得の後に登録される
こと、車両においては登録の上、有効な点検および整備が行われること、運行に際しては運行管理
と整備管理を主体的に実施すること、従って有事（クレームや事故等）の際の法的な最終責任を負
うこと、何らかの事由により不適格になった場合にはその事業を営む権利は規制当局により剥奪さ
れ得ることを想定しております。

● 二種免許では普通免許よりも教習内容が高度化されており、個人差はあれど取得により安全性に関
わる知識・運転技能が少なからず高まっていると捉えております。とはいえ、その教習内容や教習
プロセスを現代に合わせて効率化・DX化して生産性を高めることは可能であると考えており、警察
庁にも規制緩和を要望しております。例えば、現在最短で8日間かかっている教習について、車両を
使う講習の1日の上限3時間を4時間に、また卒業検定の日にも他の講習も受講可能にすることで、2
日短縮して最短6日間にすることができると見込んでおります。また「AT限定二種免許」が存在す
るのと同様に「先端安全装置装備車両限定二種免許」「（運転難易度が低いと見込まれる）地方限
定二種免許」など、車両やエリアを限定することにより簡素化された二種免許の新設も可能と考え、
規制緩和の別案として警察庁に要望しております。

● なお、運送事業者は職業として、雨や深夜・未知の細街路など困難な状況での運転や顧客指示によ
る急な対応等を求められますので、運行管理をした状況とはいえ走行距離あたりの事故率が高いの
は残念ながら必然とも言えると捉えております。もし、二種免許を持たず運行管理も実施しない状
況の普通免許保持者を同じ条件で走行させた場合、統計上優位に事故率が増えることは容易に推測
されます。
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【ご依頼事項】「タクシーにはじゃんじゃん新規参入してもらって」とのご発言があったが、一方で、小泉政権時代の規制
緩和による悪影響を是正するためタクシー特措法ができ、新規参入を制限してきた経緯がある。「じゃんじゃん」発言は、
ハイヤー・タクシー連合会として「今はタクシーの新規参入が必要な状況になっている」とのご認識をお持ちと理解して良
いでしょうか。

● タクシー事業への新規参入は道路運送法に基づく必要な許可を取得すれば、原則、自
由に参入が可能な市場です。ただし、一部地域においては、改正タクシー特措法で新
たにタクシー事業を始める場合や増車を行う場合は制限されているという認識です。

● 一方で、この改正タクシー特措法が運用されている現在であっても、常にM&Aは実施
可能な状態にあるため、既存のタクシー事業法人を買うという形での新規参入は現時
点においても可能となっています。

● 地理試験や二種免許の規制緩和の実現による乗務員不足の解消や、アプリの活用等DX
化の推進による生産性の向上が進めば、少なくとも今よりは利益率が高い魅力的な産
業になるはずであり、結果として新規参入が増えてほしいと思っております。
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【ご依頼事項】地域交通の維持のため、個人タクシーの規制緩和を進めていくべき、という考えについて、ご見解をご教示
ください。

● 個人タクシーは、乗務経験と無事故無違反等の各種条件や資格を満たした上で、法令や地理の試験を経ての許可証の
発行が必要です。運転者と事業者の両方の役割を自ら行う必要があるため、道路運送法をはじめ関連する法令の基本
的な知識の習得および、運転はもちろんのこと運行管理、車両の整備や経営管理についても自身で行う必要があり、
厳しいハードルを突破した方たちです。

● その営業エリアは、人口が概ね30万人以上の都市が基本条件ですが、国交省が進められるラストワンマイル・モビリ
ティ施策においては、タクシー事業者が撤退してまったなどの課題のある地域については人口が30万人未満であって
も、地方運輸局長等が認めた場合に、個人タクシーの営業が認められるなど、規制の緩和が進められていると聞いて
おり、その推移を見守りたいと考えております。

第４回 ラストワンマイル・モビリティ／自動車 DX・GX に関する検討会 資料 2023年5月22日 53



【ご依頼事項】委員より、「何か地方で起こった時に、全国ハイヤー・タクシー連合会から地方の支部に指示が下りて、絶
対にライドシェアを認めさせない形で、小さい声をつぶしていくことがある」旨のご発言がありましたが、貴会ではそのよ
うなことを行っているのか、ご見解をご教示ください。

● そのような事実はございません。

● どのようなソースを元に発言されていたのかを確認させていただければ幸いです。
もし具体的な事案があればお知らせいただければ調査の上対応いたします。

● なお、ご参考までに、タクシー業界紙（「東京交通新聞」等）をご参照いただけます
と、各地方における業界内の意見交換の様子や、各タクシー協会による独自の発信情
報について、記事としてご覧いただけるかと存じます。
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【ご依頼事項】「タクシー会社がライドシェアのプラットフォーム運営をする（GOなどの配車アプリで、タクシー会社が
自家用車の配車マッチングを行うということ）ことにする（タクシー会社でないと運営ができないようにする）、というこ
とにしたらライドシェアを認めることは可能と考えますでしょうか。

● 従来よりお伝えしているとおり、タクシーの運行管理において最も重要なことは乗客
の安全・安心であると考えております。

● そのためには運行主体として長年のノウハウを蓄積しており、運行管理のプロである
タクシー事業者が、直接、責任を有する形で運行管理や労働時間管理、車両整備管理
を行うことが最も運行の安全を確保できると考えております。

● ご指摘いただいたスキームの詳細が分からず、上記のような利用者保護や運行の安全
が確保されるものなのかが分からないので、是非を判断できません。
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